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第４回 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会

平成２０年６月１９日 参考資料３

精神保健医療体系の現状
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全体のアウトライン

○ 相談体制について

○ 入院医療について

○ 通院・在宅医療について

○ 医療体制・連携について

○ その他精神医療の質の向上に関わる事項について
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精神障害者を支える保健医療体制

精神障害者

訪問看護
ステーション

精神保健福祉
センター

保健所

市町村

外来受診

デイ・ケア等

訪問診療
訪問看護

診療所

外来受診

デイ・ケア等

訪問診療
訪問看護

患者による受診・相談

医療機関・行政機関か
らの働きかけ（アウト
リーチ）

救 急

精神科病院

入院医療

通院・在宅医療

相談体制

○ 疾患（統合失調症、認
知症等）に応じた医療

○ 病期（急性期等）に応じ
た医療
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相談体制について
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４７条に規定する相談指導等について

都道府県

保健所設置市

保健所設置市以外の
市町村

精神保健
福祉センター

保健所

福
祉
事
務
所

そ
の
他

関
係
行
政
機
関

精神障害者の福祉に関する
相談に当たって連携を図る
努力義務（第３項）

都道府県が行う事務に必要な
協力を行う義務（第４項） ○ 精神障害者の福祉に関し、

精神障害者・家族等からの相
談に応じ、指導する義務（第
４項）

○ 精神保健に関し、精神障害
者・家族等からの相談に応じ、
指導する努力義務（第５項）

○ 精神保健及び精神障害者の
福祉に関し、精神保健福祉相
談員・医師等に精神障害者・
家族等からの相談に応じさせ、
指導させる義務（第１項）

○ 医療を必要とする精神障害
者に対し、適切な医療機関を
紹介する義務（第２項）

※ 障害者自立支援法の制定に伴い、規定を
改正
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自立支援給付

都都

道道

府府

県県

広域・専門的支援

相談支援に関する
基盤整備

市市

町町

村村

３障害に対応した
一般的な相談支援

相談支援事業の
機能強化

・障害者相談支援事業（交付税）
※地域自立支援協議会の運営を含む

・市町村相談支援機能強化事業
・成年後見制度利用支援事業
・住宅入居等支援事業（居住サポート事業）

・都道府県相談支援体制整備事業
・高次脳機能障害支援普及事業
・発達障害者支援センター運営事業
・障害者就業・生活支援センター事業
・障害児等療育支援事業（交付税）

・精神障害者退院促進支援事業

・都道府県自立支援協議会（交付税）
・相談支援従事者研修事業

市町村市町村

地

域

生

活

支

援

事

業

指定相談支援 ・サービス利用計画作成費

２０年度創設

精神障害者
地域移行支援
特別対策事業

移行

相談支援充実
・強化事業
（基金事業）

特例交付金 都道府県・都道府県・市町村市町村 相談支援の充実・強化

障害者自立支援法（地域生活支援事業）における相談支援事業
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相談体制に関する参照条文

◎ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）（抄）
（相談指導等）
第四十七条 都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下「都道府県等」という。）は、必要に応じて、次条第一項に規定する精神保健福祉相談員その他の職

員又は都道府県知事若しくは保健所を設置する市若しくは特別区の長（以下「都道府県知事等」という。）が指定した医師をして、精神保健及び精神障害者
の福祉に関し、精神障害者及びその家族等からの相談に応じさせ、及びこれらの者を指導させなければならない。

２ 都道府県等は、必要に応じて、医療を必要とする精神障害者に対し、その精神障害の状態に応じた適切な医療施設を紹介しなければならない。
３ 精神保健福祉センター及び保健所は、精神障害者の福祉に関する相談及び指導を行うに当たつては、福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十

五号）に定める福祉に関する事務所をいう。）その他の関係行政機関との連携を図るように努めなければならない。
４ 市町村（保健所を設置する市及び特別区を除く。次項において同じ。）は、第一項及び第二項の規定により都道府県が行う精神障害者に関する事務に必要

な協力をするとともに、必要に応じて、精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等からの相談に応じ、及びこれらの者を指導しなければならない。

５ 市町村は、前項に定めるもののほか、必要に応じて、精神保健に関し、精神障害者及びその家族等からの相談に応じ、及びこれらの者を指導するように努め
なければならない。

◎ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）（抄）
第五条 １～１６ （略）
１７ この法律において「相談支援」とは、次に掲げる便宜の供与のすべてを行うことをいい、「相談支援事業」とは、相談支援を行う事業をいう。

一 地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及

び助言を行い、併せてこれらの者と市町村及び第二十九条第二項に規定する指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整その他の厚生労働省令で定め
る便宜を総合的に供与すること。

二 第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）が障害福祉サービスを
適切に利用することができるよう、当該支給決定障害者等の依頼を受けて、当該支給決定に係る障害者等の心身の状況、その置かれている環境、障害福
祉サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用する障害福祉サービスの種類及び内容、これを担当する者その他の厚生労働省令で定める事
項を定めた計画（以下この号において「サービス利用計画」という。）を作成するとともに、当該サービス利用計画に基づく障害福祉サービスの提供が確保さ
れるよう、第二十九条第二項に規定する指定障害福祉サービス事業者等その他の者との連絡調整その他の便宜を供与すること。

１８～２２ （略）

（市町村の地域生活支援事業）
第七十七条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

一 障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、その有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び
助言その他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとともに、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の
障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行う事業

二～四 （略）
２・３ （略）

（都道府県の地域生活支援事業）
第七十八条 都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、前条第一項第一号に掲げる事業のうち、特に専門性の高い相談支援事

業その他の広域的な対応が必要な事業として厚生労働省令で定める事業を行うものとする。

２ （略）
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一般人の精神医療受療・相談場所選択のプリファランス（※）

平成19年度 厚生労働科学研究「精神科救急医療、特に身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する研究 岸泰宏

※ プリファランス・・・医療消費者（患者）の受療・相談場所の好み。数値が高いほど、何らかの精神症
状の兆候等があった際に、相談等に行く場所として選択されやすいことを示している。

≪参考≫ ４／とても適している ３／わりに適している ２／あまり適していない １／全然適していない
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保健所・市町村が実施した精神保健福祉相談の被指導延人員
（指導内容別） 【平成１７年度】

出典 ： 平成１７年度 地域保健・老人保健事業報告
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保健所・市町村が実施した精神保健福祉相談の被指導延人員
（指導内容別） 【平成１４年度】

出典 ： 平成１４年度 地域保健・老人保健事業報告
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保健所が受ける困難事例の内訳

42%

27%

26%

5% 地域・近隣での
他害・迷惑行為

医療の継続性、
医療中断、受診
行動

家族内暴力・自
傷・ひきこもり

金銭管理等日常
生活支援

保健所全体で受ける
困難事例の内訳

保健所が市町村から受ける相談の内容
（複数回答あり）

保健所が医療機関等から受ける相談の
内容（複数回答あり）

○困難事例の解決（99.5%）
○入院への対応（89.1%）
○退院後の対応（62.5%）

○家族へのサポート（60.4%）
○講演会等の普及啓発（42.2%）

○退院後の対応（89.6%）
○困難事例の解決（84.4%）
○入院への対応（76.6%）
○家族へのサポート（58.9%）

平成19年度厚生労働科学研究
障害者自立支援法を踏まえた精神保健福祉センター、保健所の役割と
機能強化についての精神保健福祉施策研究
障害者自立支援法と精神保健福祉活動への取組実態調査
分担研究者 坪倉繁美

ｎ＝２２０

※ 最近３か月で遭遇した困難・多
問題事例について、記述を求めた
もの。
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精神保健福祉センターにおける相談延人員（相談種別）
【平成１８年度】
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出典 ： 平成１８年度 衛生行政報告例

相談延人員 201,372人
（５２．４％）

（２０．６％）
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（１．８％）（１．６％）（０．９％）


